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第 1章  外 部監査の概要

第 1 外 部監査の種類

地方自治法第252条 の37第 1項及び第 2項の規定に基づく包活外部監査

第2 選 定した特定の事件

1 外 部監査対象

「宮崎県公社等改革指針」(平成 16年 3月 )に 基づく公社等改革の評価ついて

2 外 部監査対象期間

平成 16年 度から平成 18年 度まで (平成 16年 4月 1日 より平成 19年 3月 3

1日 までの期間)

第 3 事 件を選定した理由

宮崎県は、「宮崎県公社等改革指針」(平成 16年 3月 )を 策定し、これを実距

してきたが、平成 18年度が公社等改革推進期間の最終年度となる。そして、こ

の推進期間を、三ヵ年延長する 「宮崎県公社等改革指針 (改訂版)」(平成 19年

3月 )が 公表された。

「宮崎県公社等改革指針」(平成 16年 3月 )に おいては、各財団 ・社団等毎に

改革の方向性が設定され、その改革工程が示されている。さらに、「宮崎県公社

等改革指針 (改訂版)」(平成 19年 3月 )は 、各法人のこれまでの改革の成果や

経営状況を述べ、新たな改革の方向性について述べている。

そこで、「宮崎県公社等改革指針」 (平成 16年 3月 )が 各財団 ・社団等毎にど

の様に実施され、「宮崎県公社等改革指針 (改訂版)」(平成 19年 3月 )で は、

その実績に対する評価がどのような方法で実施 ・反映されたのか、さらに、今後

の改革の方向性にどの様に生かされているのかを検討する事は、多額の財政支出

を伴う宮崎県の財団 ・社団等の見直しを行 う際にも必要であろうと考えた。

第4 外 部監査の方法

1 外 部監査の対象

-1-



「宮崎県公社等改革指針」(平成 16年 3月 )に 記載されている財団 。社団等。

2 監 査手続き

包括外部監査人が行つた主な監査手続き

「宮崎県公社等改革指針」(平成 16年 3月 )、「宮崎県公社等改革指針

(改訂版)」(平成 19年 3月 )の 開覧

「公社等経営評価シー ト」の関覧

平成 13年度から平成 18年度までの財務諸表の関覧

各種資料の閲覧、質問

各担当者に対するヒアリング

その他外部監査人が必要と認めた手続き

第 5 包 括外部監査の結果    、

地方自治法第 252条 の 37第 1項及び第 2項 の規定に基づく包括外部監査を実

施 した。宮崎県は、「宮崎県公社等改革指針」(平成 16年 3月 )に より、公社等の

改革を実施 してきた。その主な結果を
一覧表にまとめると以下のとおりとなる。

宮崎県においては、平成 18年 度から62施 設において指定管理者制度が導入

されている。この制度導入による宮崎県の財政負担の縮小額は約 4億 円となって

いる。さらに、指定管理者になった財団等についての給与体系は、宮崎県の給与

体系からある程度切り離されるため、人件費削減の効果も見られた。

公社等の解散 ・統合により、法人数は 13法人減少 している。その結果、当然

宮崎県からの派遣役員 ・職員数は減少している。その意味からは確かに
一定の

効果は認められる。 しかし、宮崎県住宅公社における包括外部監査人の意見で

も述べているように、「宮崎県住宅公社」「宮崎県道路公社」「宮崎県土地開発公

(1)

イ

ウ

エ

オ

カ

改革の主な内容 平成 16年 4月 1

日現在

平成 19年 4月 1

日現在

増 減

1 宮崎県出資公社等の法人数 63法 人 50法 人 △13法 人

2 宮崎 県 出資公社等への役

員 ・職員派遣数

170″缶 106″格 △64名

3 宮崎県出資公社等べの財政

支出額 (会社法法人を除く)

(平成 16年度)

約 157億 円

(平成 18年度)

約 123億 円 △34億 円

- 2ニ



社」の 3公 社の事務所を統合する事によつて、積極的改革が行われていないの

に、表面的に現れる人件費削減効果を 「公社等改革」における効果と判定し、

実質的な判定まで踏み込んでいないと思われる場合もある。

3  解 散 した財団等の解散事業年度における会計処理及び受け入れ財団等の残

余財産の受け入れ処理を検討 したが、解散法人である財団法人宮崎県漁業振興

基金からの寄附金の受け入れ処理について包括外部監査人の意見として述べ

たが、それ以外の解散財団等の解散事業年度の会計処理等に問題となる事項は

無かつた。

4  平 成 18年 度に、新公益法人会計基準に移行 した 14法 人の財務諸表を閲覧

したが、全体的にみると適正に処理されといるとは言い難かつた。公社等改革

を言 う場合には、道正に作成された財務諸表に現れた数字を基に各年度の比較

を行い、その効果の判定を行なう必要がある。その意味から言うなら、「宮崎

県公社等改革指針」(平成 16年 3月 )の 改革目標を、適正に作成された財務諸

表に現れた結果に基づき評価 し、それを判断資料として 「宮崎県公社等改革指

針 (改訂版)」(平成 19年 3月 )が 作成されたとは言えないものであわた。勿

論、「公社等経営評価シー十卜」を見てみると、各種比率等を用いて年度毎の評

価は行つている。全く財務的基礎を無視して「宮崎県公社等改革指針 (改訂版)」

(平成 19年 3月 )が 作成されたとは言わないが、少なくとも宮崎県及び財団

等の内容を日常的に知り得る立場には無い包括外部監査人にとつては、客観的

判断資料は公表された財務諸表 しかないし、これに基づく実績評価しか行い得

ないのである。

その意味からも、平成 19年 度以降の財務諸表が適正に作成され、「宮崎県公

社等改革指針 (改訂版)」(平成 19年 3月 )を 評価する場合には、その財務諸

表を基礎資料として公社等改革の効果が判定される事を期待する。

5  個 別に改善又は検討すべき事項については、値別の監査結果及び包括外部監

査人の意見として述べている。

第6 包 括外部監査の実施期間

平成 19年 7月 4日 から平成 20年 2月 29日 まで。

第 7 監 査補助者

公認会計上 川

公認会計士 営

文

太

秀

慶

島

房
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第 8 そ の他

本報告書の各表に表示されている合計数値は、千円単位で四捨五入した数値を

パソコン上の自動計算で集計したものであり、その内訳の単純合計と
一致しない

場合がある。

第 9 利 害関係

包括外部監査の対象とした事件につき、私は地方自治法第 252条 の 29の 規

定により記載すべき利害関係はない。

- 4 -



第 2章  「宮崎県公社等改革指針 (平成 16年 3月 )」における改革の方向性に

ついて

改革の方向性 理 由 改革工程

（財
）
宮
崎
県
私
学
振
興
協
会

1 基本財産かヽの出絹により会員に

なった私立学校への融資斡旋専

業を行つているが、平成 6年 度

以降、利用実績が極端に低下し

ている。利用者にとつてメリッ

トのある事業として再構築を検

討すべきである。他の制度融資

や一般融資との差別化が図れな

い場合には、事業の縮小または

廃止も検討せざるを得ない。

１

　
　
　
¨
２

少子化への対応策として設備投資を1

控えている。

基本財産が主として融資斡旋事業の

ために融資金融機関へ預け入れられ

ているが、このような事業スキーム

が低金利時代に適応していない。現

在の融資条件では利用するメリット

がほとんど無い。和J子補給事業との

他き合わせによる金利負担軽減効果

という、設立当初の事業スキームを

見直していない。

融資斡旋事業の

スキームの見直

し (縮小または

廃止を含めて考

える。)

2 自主財源を確保して補助金へα

依存度を低くする方法を検討サ
ベきである。

1 主催研修会の有料化、年会費制、事

際受託料の定額料金等受益者負担の

理解を得られる事業計画等の策定が

出来れば可能である。

1 瞬修会有料化ま

たは年 会費帝!

等、受益者負担

の仕組 み の検

討。

3 法人の目的 (存在意義)か ら再

構築を行い、同時に利用者であ

る私立学校の視点を踏まえた専

業計画の策定が必要である。

1 中長期の事業計画を策定し、道時の

見直しを継続的に行 うべきである

が、長期間に亘り事業内容の見直し

が実施されていない。

事業縮小 ・廃止

の要否検討。

4 利用者のニーズに即した事業崇

施と自主財源確保のために有弱

な方策が確立できない場合に

は、法人全体の事業縮小、最霜

の場合には存続の要否まで含庇

た検討が必要である。

（財
）
み
や
ざ
き
２
１
世
紀
戦
略
推
進
財
団

l 実施している事業が、他の団体

も同様の事業を行つていたり、

他の団体と
一体となつて実施し

た方が効果が期待できる等事業

のあり方の再検討が必要であ

る。

１

　

　

　

　

２

事業内容の見直

し。

統合 ,事業再編

の検討。

2 事業内容の見直し、類似の趣旨

の事業を実施していると考えら

れる他の団体や、より効果的に

事業を実施することが可能と層

われる他の団体への事業移管に

ついて検討する必要がある。ま

1 才団の財産は、県からの出損による

ものと、イベントの清算金を財源と

した出損によるものがある。事業の

実施については、運用財産の取崩カ

式によるものが大半であるが、基本

財産の運用益により実施している事

１

　

　

　

　

２

似団体への

移管。

策検討等の

は県独自で

する。
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改革の方向性 理 由 改革工程

た、政策事業については、県独

自で事業を実施することも考え

られる。

業については、低金利の影響から帰

からの補助金を受けている状況に沈

る。

3 プロパー職員がいないことによ

り、自立性が保持されていない。

（財
）
宮
崎
県
国
際
交
流
協
会

1 市町村や他の民間国際交流 ・協

力団体との事業の役割分担の明

確化が必要である。

国際化の急速な進展に伴い国際安

流・協力に関する県民のニーズが提

大かつ多様化している。

事業内容の見直

し。

他の団体との藤

係の明確化。

民間団体や人材

の育成を重点離

に実施する。

在住外国人へC

支援強化。

2 法人固有の業務と受託業務の区

分が不明確なものがあり、受証

内容とそれに応じた受託料を明

確にする必要がある。

1 言崎ブラジル親善協会及び宮崎県国

凍連合協会の事業を受託している。

受託事業にづ

き、受託業務を

明確化し、受証

業務に応じた受

託料を算定す

る。

3 自主財源の比率が小さいことか

ら、自立性を高めるために自圭

財源の確保する必要がある。

1 金利低下により、基本財産の運用益

3ミ減少し、かつ収入の大部分が県の

補助金と受託料である。

１

　

　

　

２

　

３

　

　

　

　

　

　

４

自主財源確保の

方策検討 ・実施

策助会員拡大。

現在無料実施専

業の一部有料

fヒ。

基本財産の取り

崩し。

4 県関係者中心の組織体制を見

す必要がある。

1 晨は法人にとつて重要な業務委託元

でもあることから、経営責任の明確

|ヒが必要である。

１

　

　

　

２

　

　

　

３

　

　

　

　

　

　

４

役職員構成の稼

軌

怪普責任の明碑

rヒ。

事業規模等を考

慮した役員相

成。

法人運営が効界

的なものとなる

ような県職員α

派遣構成。

1 黒からの劇場管理運営や宮崎匡

療音楽祭など専門的業務を機朝

均に実施することが必要であ

1 県からの委託料及び補助金で実施

てきたが、県の財政状況が悪化し

いる。

１

　

　

　

　

２

長期事業計画

策定・見直し。

内の芸術文イヒ
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改革の方向性 理 由 改革工程

（財
）
宮
崎
県
立
芸
術
劇
場

り、また多様な自主文化事業を

業施している。しかし、事業C

円滑な運用が難 しくなってい

る。 2 金利低下のため宮崎県立芸術劇場文

fヒ事業基金 (20億 円)運 用益の確

保が困難となつている。

3

4

つ愛好者の裾封

を広げる取り湘

みを実施する。

学生料金の設定

等幅広い料金融

こを行うなどし

て、新たな顧宕

雷の開拓し、来

易者の増加を図

る。

基金の取り崩し

を検討する。

2 より主体的運営が出来るように

阻織を見直す必要がある。

1 黒職員4名 、県職員OB l名が理事に

就任している。

1 黒からの支援秘

制のあり方に☆

して検討する。

（財
）
宮
崎
県
消
費
者
協
会

1 地方消費センター運営方法を見

ます必要がある。

1 地方消費生活センターの連普を、三

つのセンターが行つているが、同一

事業を区分する意義が薄れている。

1

2

事業再編の計画

穂定と組織体制

の検討。

三つの消費生活

センターの運営

管理を一本化す

る。

2

綸料算定基礎の見直し。

1 民間給与と比較すると高い人件費と

なつている。プロパー職員も県職員

と同様の給与テープルを用いている

結果である。

１

　

　

　

２

　

　

　

　

　

　

３

　

　

　

　

　

　

　

　

　

４

事業の再編と組

織の改正。

仕事の効率化を

はかり、人員削

減を行 う。

プロパー職員に

ついては、民間

並みの給与規定

を作成する。

民間人材派遣会

社を利用する。

3

里事の構成見直し。

1 各団対等の長等が多数を占めて↓

る。

１

　

　

　

　

２

　

　

　

　

３

理事の構成の検

討。

理事の人員の削

減。

事業を積極的に

実施できる人材

で理事を構成す

る。

1 異なつた部局が違つた運営形能

で事業を行つている。当法人の

1 当法人が運営しているのが 「宮崎帰

総合青少年センター」、「青島少年自

1

し。

計画の
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改革の方向性 理 由 改革工程

（財
）
宮
崎
県
青
少
年
研
修

め

ヽ

電
あり方について、また、経営討

画及び事業を十分見直す必要が

ある。教育庁が所管する類似施

設との関係についても、教育庁

と協議する必要がある。

然の家」であり、教育庁所管が 「む

かばき少年自然の家」、「御池少年自

然の家」と、同様の事業が行われて

いる。

2 額似施設との僕

係の検討。

2 プロパー職員の高齢化。 断規採用が無い。

側
軸
欧
解
軸
会

1 法人 としての自立性が低いた

め、自主財源の確保が必要であ

る。             ャ

1 県からの委託料への依存度が高い。 １
　

　

　

　

２

会員制度導入の

可否検討。

資料有料化のニ

ーズ調査。

（財
）
宮
崎
県
環
境
科
学
協
会

1 環境啓発部門 ・・・県派遣職員

の縮滅及び県委託事業の削減を

行い、当法人の自主的 。自立的

公益事業の展開の促進を図る必

要がある。

1

2

事業の大部分を県からの受託事業が

占める。

県からの派遣職員がこの事業を処君

している。

１

　

　

　

　

２

中長期計画の策

定。

公益法人の設立

目的に通iい、 力お

つ、効率的で有

効な事業運営を

図る。

2 浄化槽検査部門 ・・・法定検査

率の向上を目指し、浄化槽の遣

正な維持管理に係わる県民啓

発、生活排水による汚濁防止幸

業に取り組む必要がある。

1 宮崎県で唯一、浄化槽法に基づく法

定検査を委ねられた公益法人であ

る。

l

2

上

上

同

同

3 衆境測定・環境アセス部門・・・

Э収益事業を実施しているが、

千J益の2分の1以上を公益事業

のために使用する必要がある。

の収益事業と公益事業の明確な

区分が必要。  ③ 契約金額C

原価計算を行い、設計金額に屯

き適=な 料金設定が必要。

1 「公益法人の設立許可及び指導監督

基準 (平成 8年 9月 20日 閣議決

こ)」による。

1 問題点の改革を

実施できない場

合は、環境況

定 ・環境アセス

部門の営利法人
への転換等の検

討が必要。

4 事務所の施設整備を前提とした

特定資産積み立てを行つている

が、内部留保との区分が明確で

ない。

1 具体的な施設整備の要件の確定及U

必要な資金計画を作る必要がある。

1 同上

（財
）
宮
崎
県

1 廃棄物処理施設の整備及び環境

への負荷の軽減と事業の効率イと

を図る必要がある。

1 廃棄物処理施設の整備は、全国自推

体の抱える重要な課題の
一つで沈

る。

１

　

　

　

　

２

中長期事業計

の策定。

径営に無理が

く、利用者が

得する利用料2 発棄物処理施設に見込まれる理 1 持に
一般廃棄物処理事業に係わる昇
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改革の方向性 理 由 改革工程

備費が 362億 円と大きいことか

ら、関係自治体等の財政的負推

を極力抑制できるように期間体

収支シュミレーションが必要て

ある。

急性の高さ (平成 17年 供用)と 伊

用期間 15年 のタイムリミットを倉

預において事業を完結させること。

3

4

設定のための炉

価計算システム

の構築。

関係自治体の財

政的負担額の洪

定。

供用開始後の帰

と市町村の役割

分担の検討。

3 産業廃棄物に係わる施設整備α

資金調達スキームを早期に確定

する必要がある。

1 産業廃棄物に係わる施設整備に充当

する建設基金への民間団体からの出

旧が未定である。

（財
）
宮
崎
県

ア
イ
バ
ン
ク
協

へ
〓

1 県医師会の実質支援を受けなが

ら自主事業収入、運用収入で事

業を行つているが、従来の事業

規模の維持が困難になってい

る。

1

2

県からの業務委託、補助金交付は知

金利低下による運用収入減。

1

3

2

事業運営方法α

見直し並びに時

長期計画 の鎌

定。

県医師会等関解

ヨ体からの支援

要請。

調連団体との撤

合等の検討。

（財
）
宮
崎
県
看
護
学

析

反

熙

球

ヨ

1 20億 円の基本財産を持ちなが

ら、主に補助金により活動して

′`るが、この方式の変更が必要

である。

1 県の財政が苦しくなつている。 1
一定の基準を設

けた上で、毎年

度一定額の基本

財産の処分を行

う。

（財
）
宮
崎
県
社
会
福
祉
基
金

1 事業運営において、組織上他の

関連組織との重複があり、宮崎

県社会福祉協議会との統合を稼

討する。

１

　

　

　

　

２

宮崎県社会福祉協議会の組織内に素

いて運営されている。

同協議会は、当財団の助成対象とし

ている民問社会福祉活動とも密接な

関係がある。

解散 ・事業統合

の手法検討。

2 基金の取り崩し等を含め、財臣

の運営及び助成事業のあり方に

ついての検討が必要である。

1

2

金利低下による運用収入減少。

当法人の基金運用による事業収入が

減少し、県補助金への依存度が高ま

つている。

1 基金の取り崩し

等運営助成事業

のあ り方の移

討。

民間社会福祉施設等への社会権

祉振興資金貸付事業の事業見直

し等を検討する必要がある。

1 平成 17年 度末まで宮崎県社会福利

協議会に委託している。

1 貸付事業の見直

し。

1 自立的な経営が確保されておら 1 他の民間の社会福祉施設の先駆的 ・1 営の健全化。
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L_

改革の方向性 理 由 改革工程

（社
）
宮
崎
県
社
会
福
祉
事
業
団

デ、県が財政支援を行つている。 専門的役割を担つてきた。 2 待与及び職員配

量等の見直し。

怪普健全化計画の策定が早期

必要である。

1 睡普を委託されている県立社会福祉

施設は、介護保険制度や支援費制度

導入等により福祉に対する行政の役

割が変化してきている。

１

　
　
　
　

２

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

３

怪普健全化計画

の早期策定。

可能な限り県有

価設を当法人に

壊渡し、法人経

普の完全自立化

の方向で検討を

行う。

民営化する県立

社会福祉施設の

民営化の方法等

の検討。

（財
）
み
や
ざ
き
長
寿

土

筆

桂

佳

焼

書

1 さらに事業効率化を図るため他

県の状況を把握しつつ、当法人

に出金している関係機関との調

整を図り、他団体との統合の可

能性を検討する必要がある。

1 行政と民間が
一体となつて設立され

たが、今後事業の効率化が必要で洗

る。

1

2

他団体との統合

の可能性につい

て検討。

公共性を考慮し

つつ、相応の受

益者負担の必要

性につき検討。

（財
）
宮
崎
県
生
活
衛
生
営
業
指
導

ヒ

ン

タ

ー

1 生活衛生関係営業は、現在厳し

しヽ状況にある。これら関係業界

の経営健全化を業とする当法人

は、業界活性化のための積極的

事業展開が必要である。

１

　

　

　

２

運営に関する要

望を収集。

これまでの事業

実績及び法に定

められた事業内

容と照らし合わ

せて、具体的な

事業計画を策定

する。

（財
）
宮
崎
県
腎
臓
バ
ン
ク

1 県への依存度が高いが、現状を

維持しないと、医療機関との連

携やコーデイネ
ーターの設置経

費の負担などの点から事業継続

が難しい。

1

2

収入の大半が、県よりの補助金

である。

部が県庁内にある。

ロパー職員がおらず、県職員が

業務を兼務している。

１

　

　

　

　

　

　

　

　

２

　

　

　

　

　

　

３

　

　

　

４

医師会や病院等

の関連団体との

達携方法の改

善。

腎勝提供意思表

示方法の統一

|ヒ。

財源確保につい

ての検討。

医師会等医療関

連団体への事業

移管等の検討。
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改革の方向性 理由 改革工程

（財
）
宮
崎
県
健
康
づ
く
り
協
会

1 健康づくりの普及 ・啓発及び調

査 ・研究等について一層の推進

を図ることが必要である。

1 達康診断の受診率が低迷である。 1 催続的な事業広

容の見直し。

2 検診事業 (特別会計)で 得た収

入を普及 ・啓発等の収入を生ま

ない事業 (千般会計)の 拡充の

ために繰り入れたり、協会の財

政基盤を強化するため、事業内

容の見直し等の経営の効率化が

必要である。

末利用地の処分を含めた活用カ

との検討が必要である。

産体資産の有翔

皆用方策検討。

4 県が平成 17年 度に行う 「健麻

みやざき行動計画21」 の中膚

評価にあわせて、平成22年 度

までに達成すべき活動目標を勢

値目標として表すことが重要て

ある。

1

2

県施策との関連

性を有する数経

目標設定。

人材育成計画α

策定。

5 阻織のさらなる効率化の推進カ

必要である。

1 公の施設である健康づくり推進セン

ターの管理運営について、指定管理

者として効率的かつ効果的事業展隣

が必要である。

（財
）
宮
崎
県
機
械
技
術
振
興
協
会

1 宮崎県機械技術センターの管電

匡営受託業務を行つているが、

司センターは設置以来四半世燕

を経過し、施設管理の業務の一

部民間委託化等の管理のあり

方、設備 ・機能、サービス等α

匙直しの必要がある。

1 センターの管理運営業務が、業務の

ほとんどを占めるため、今後のあり

方を含めてセンターの見直しの方向

性に沿つた検討が必要である。

1

2

3

4

センター

と利用状

能

分

機

の

の

況

析。

関係市町村や企

業等のニーズの

集約と分析。

管理運営方法の

見直し及び協会

のあ り方の稼

討。

見直し結果を曜

まえた体制理

備。

(財)

言 崎

黒 蒔

地 域

断 拠

易 産

終 倉!

1 県が出損し、役員を出すなど他

の圏域と異なる関与となつてい

る。県職員の理事就任を縮減す

る等の措置を行い、他の圏域と

同様の関与となる必要がある。

1 圏域単位の地場産業振興は、基本厳

には圏域の事業であり、県内でも8

つの圏域で主体的に事業を実施して

いる。

1 県関 与の見

し。
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改革の方向性 理 由 改革工程

セ

タ

出

ン

一

（財
）
宮
崎
県
産
業
支
援
財
団

1 現在、略J業支援 ・産学官連携揺

進・情報部門Jと 「設備資金 ・

取引振興部門」の 2部 門で事業

を行つているが、両部門の連拐

を推進し、より効率の高い事業

を実施していく必要がある。

1 中小企業等の多様多種なユーズに対

応するため、県の補助金や貸付金等

により幅広い事業を実施している

が、ある程度のスパンの視野を持ち

ながら、ニーズの変化に対応した見

直し等を行い、より効果の高い事業

を実施していく必要がある。

１

　

　

　

２

　

　

　

３

　
　
　
　
　
　
４

中期事業計画の

検討。

中期事業計画の

進行管理。

事務所統合及び

阻織 ・機能見直

しの検討。

事業の見直し。

2 見在 3ヵ所に分散している事務

方の統合や 2部 門の組織 ・機能

の見直しの検討が必要である。

3 黒と連携をとつた中期的な事業

計画を検討する必要がある。

宮
崎
県
信
用
保
証
協
会

1 景気の先行き不透明感を背帰

に、企業の設備投資意欲等の拐

退から、保証申込及び債務保記

残高は減少傾向にある。

信用保証料の減少や代位弁済の増力「

が懸念され、低金利下に於ける基本

財産運用収入の減少等による。

１

　

　

　

２

　

　

　

３

　
　

　
　

４

浸透度向上計画

の策定。

同上の進行 管

理 ・見直し。

保証制度 の充

実 。改善。

県の財政支援の

内容と拠出方法

の見直し。

材務状況が厳しい状況にある。

3 適正保証の推進を図るとともに

代位弁済や収支状況に留意しつ

つ、保証制度の充実、企業浸透

度の向上にも取り組む必要があ

る。

1 小規模 ・零細事業者の多い本県に差

いは、信用保証制度の果たす役割F」

大変重要である。

（財
）
都
城
圏
域
地
場

整
柴

辰

果

セ

ン
タ

ー

1 設立時点での経緯等から県が性

揖金と理事を出しており、他α

圏域と異なる関与になつてし
｀

る。今後、県職員の理事就任を

縮減するなど、県関与の見直ヒ

が必要である。

1 コ域単位の地場産業振果は、基本任

には圏域の事業であり、県内でも8

つの圏域で主体的に事業を実施して

r る`。

l 直県関 与 の 見

し。

(財)

宮 峰

コ ン

ベ  ン

シ ョ

ン。と

1 コンベンションの誘致推進に力「

え、コンベンション受け入れに

対する県民に向けての啓発活動

を推進する必要がある。

1 コンベンション

受け入れに対す

る県民に向けて

の啓発活動。

2 コンベンションの主催者の満足

度を高めるとともに、参力口者の

1 現光関連 3団 体

の統合による第
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改革の方向性 理 由 改革工程

ロ
ー

備足度向上に寄与する必要があ

る。

制強化と効率イヒ

つ推進。

3 現在、観光関連団体が 3団 体洗

るが統合の必要性がある。

（財
）
宮
崎
県
公
園
協
会

1

(県営の宿泊施設等の施設運

営)

県民のエーズによる施設の芝

要性の見直し、民間での運営司

能な施設については、事業の織

続可能性の検討等を行うも

(都市公園管理運営委託及び公

園緑地事業等の事業)

民間業者の管理も可能にな

り、管理のあり方の方向性を台

めて検討する。

2

1 事業の再編 ・見

直 し計画の鋳

定。

民間事業者によ

る管理等につい

て検討 ・調整す

る。

2 退職給与引当金引当額が不足 し

ているので、期限を定めて定野

引当が必要である。

（社
）
宮
崎
県
労
働
者
福
祉
団
体
中
央
会

1 住宅供給事業など、設立当初に

比べて社会的役割が低下したも

のがあるので、上部団体として

の監督機能を発揮して、事業の

縮小あるいは廃上を指導 してい

く必要がある。

1 黒内における労働金庫や全労済なと

の福祉増進事業を目的とする上部臣

体であり、現在当法人の傘下の事業

コ体は 11会 員である。

1 傘下団体 (11

会員)の 縮小等

の検討。

2 特別無担保貸付制度の貸 し倒れ

補償基金として 2千 万円を出資

しているが、その存在意義が鴻

れているため、廃止あるいは新

たな活用を検討する必要があ

る。

1 言用保証基金の

鶏止あるいは新

にな活用方法の

険討。

（社
）
宮
崎
県
農
業
開
発
公
社

裳地保有合理化事業

国 ・県の利子助成期間 (5年

司)を 経過した長期保有地にて

レ`ては、売り渡し促進の強化を

推進する必要がある。

1 規模縮小農家等の農地を
一時保有

し、規模拡大や農地の集団化を図る

認定農業者等への集積を促進する事

業である。

1

2

3

事業の再編 。見

直し及び新たな

組織体制の検

討。

事業再編等に対

応 した計画策

定、組織体制作

り。

財務内容の見直

し (経営改善計

画の進行管理)

2 畜産環境整備事業

国の通達に基づき、事業指定

法人として事業を実施している

l 畜糞尿処理対策等のため、草地 。

料畑の造成整備や糞尿処理施設、

舎等の整備を行う事業である。
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改革の方向性 理由 改革工程

ド、畜産環境対策の相談活動を

実施している (社)宮 崎県畜産

会等との一層の連携を図る必要

がある。

3 健業科学公園管理受託事業

民間事業者による管理が出来

ないか、その可能性を検討して

しヽく。

1 農業科学公園の維持管理を行う事業

で、県の条例に基づき実施している。

4 怪営上の問題点を十分に踏ま

え、累積欠損金の解消及び退聴

給与引当金の計画的な積み立て

を早期に実現する必要がある。

平成 14年 度末で累積欠損金40百

万円程度を抱えていると

退職給与引当金が不足している。(平

成 14年 度末で期末要支給額の 3

0%計 上。)

5 怪普改善、農業関係機関 ・団体

との連携強化、事業編成 ・見直

しを行い、統合を含め新たな組

俄体制を検討する必要がある。

宮
崎
県
農
業
信
用
基
金
協
会

農協等の信用事業の補完的役争

を果たしているが、今後、農協

等の融資が伸長しない限り、野

幌保証分の増カロが期待できな

しヽ。そのため、よリ
ー層の保詞

依存率の向上が図れないか検討

する必要がある。

1 「農業信用保証保険法」に基づき融

立されており、県との関係は薄い。

県の出資も最小限であり、農協の性

資割合が57.7%で ある。

l

2

県証残高減少ヘ

の対応策の検

討。

上記検討を踏ま

えた計画の鎌

定。

2 接しい経済情勢では、融資残高

ド減少し、代位弁済が増加して

′ヽる。関係機関との連携を深め、

親中管理をさらに強化し、経営
′ミランスが崩れないよう留意が

必要である。

（財
）
宮
崎
県
農
業
後
継
者
育
成
基
金
協
会

1 ほ金利の現状では基本財産の運

用益が見込めず、事業内容を聯

謄選択し、必要性の高い事業に

予算を重点配分する必要があ

る。

1 中期経営計画の

検討。

2 事業を継続的に維持していくた

めには、基本財産の取り崩しな

ど新たな財源の確保を含めた紹

合的な検討が必要である。

1 益金事業の見直

し。

3 当協会の行う全ての事業がソフ

ト事業のため支出額に対する人

1 織体制の
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改革の方向性 理 由 改革工程

件費率が高く、農業関係機関 ・

団体との統合を含めて組織をよ

り効率的に運営するための検討

が必要である。

2

3

阻織体制作り。

司接費用削減α

険討。

仙
軸
暇
難
難
緩
鵡
鋼
車〓

1 運営管理費として、当初財源を

出絹金利・忌収入とする予定であ

ったが低金利下で確保できな

い。現在、中央果実基金協会の

特別交付金を受け運営している

が、収支差額はマイナスであり、

過去の余剰金を取り崩 してい

る。

1 設気動向、果実消費の低迷等により、

うんじゅうみかんの価格は低迷して

′`る。生産量の少ない年でも補給金

ド交付されており、当法人の役割が

重要となつている。

1 交付金の増額体

願等管理運営墳

の確保に係る稼

討が必要。

（社
）
宮
崎
県
畜
産
会

1 当法人は、畜産団体の中心的帝

任であるが組織の効率化を図る

観点から、他の団体との統合を

険討する必要がある。

１

　

　

　

　

２

３

　

　

　

４

５

　

　

　

６

7

統合に向けての

険討調整。

今後の計画の策

セ・組織体制作

り。

新たな組織の設

立。

他の団体及び県

との情報交換等

の実施。

基金業務の委託

の検討。

基金事務の商品

の見直し・利率

アップの交渉。

コンサルティン

グの有用化の検

討及び業務の拡

大の検討。

2 優数の団体で実施している畜塵

施設整備事業について、各団体

司や県との情報交換を行い、慮

家の利便性の向上を図つていく

必要がある。

3 肉用牛肥育経営安定対策事業に

ついて、一部を農協に委託して

いるが、さらに効率的運営を図

るための業務委託を検討する必

要がある。

4 基金について、より有利な運用

ドできるよう商品の見直し。和

幕アップの交渉が必要である。

5 コンサルティング業務について

は、有料化及び業務対象の拡求

等の検討が必要である。

個
軸
朧
襲
性

1 多額の累積欠損を抱えているこ

とから、その解消を図ることが

重要な課題となっている。

1 績数値によ

営改善計画

コ正三。

2 怪普改善策の検討、経営基盤α
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改革の方向性 理 由 改革工程

強化が必要である。

ω
軸
購
鋼
韓
細

1 今後、安定的な運営を行つてい

くために、経営方針や経営計画

についての中長期計画の策定↓』

必要である。

個
鍋
醐
稽
跡
麟
期
艶
膝

1 当法人が実施する肉用牛枝肉価

格安定対策への県の係わり方あ

るいは統合について検討する遂

要がある。

1 的牛肥育農家の経営安定を図るた

め、宮崎県経済連を主体に平成 8年

に設立された。平成 13年 、国の制

費による経営安定対策事業が (社)

言崎県畜産会で実施されたため、帰

による経営安定対策が、この事業に

傷行した。

1

2

県の係わり方沈

るいは統合の稼

討。

統合する場合C

今後の計画の第

定 ・組織体制作

り。

働

軸

曜

廟

△
〓

1 他団体との事業統合を検討する

必要がある。

1 養豚振興を行つている畜産団体は外

にもあることから業務や組織の効率

化を図るため。

１

　

　

　

　

２

随合に向けての

険討 ・調整。

今後の計画の策

竜・組織体制作

り。

個
諭
榊
輌
『
腰
醒
鋼
会

1 也団体との統合を検討する必要

がある。

業務及び組織の効率化を図るため。 1 銃合に向けての

険討 ・調整。

2 法人運営に必要な収入確保にづ

いて検討する必要がある。

1 ほ金利による基本財産運用収入の湖

少及び今後国等からの助成金の減少

が予想される。

1 今後の計画の策

定・組織体制づ

くり。

収入増加に対す

る具体的検討。

働
軸
犠
韓
勒
髄
揺
膝

予防注射業務における農家への

補助金等が削減される方向の中

で、
一定の接種率確保が必要と

なる。

1 効果的に家畜伝染病の発生を予防す

るため。

１

　

　

　

２

　

　

　

　

　

　

３

統合に向けての

検討 ・調整。

今後の計画の策

定・組織体制づ

くり。

予防注射の接種

率が低下しない

ための対策。

2 家畜防疫体制を堅持する必要旧

あるが、業務や組織の効率化を

図るため、他団体との統合を稼

討する必要がある。

綱

崎

＜

言

1 経営基盤の安定化を図るため、

中長期の経営計画を策定する之

1 当法人の収入は生乳の検査手数料に

依存しているが、県の乳用牛の頭数

1 安査収入の減少
への対策を含む
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改革の方向性 理 由 改革工程

生

様

協

県

乳

査

会

要がある。 つ減少に伴い、将来的には生乳生産

監の減少が予想される。

2

経営計画の鎌

定。

経営計画の邦

進。管乳

崎

漁

信

基

協

き

黒

柴

昭

釜

会

1 中長期経営計画策定が必要で沈

る。

1 今後の経営の指針となる中長期経営

計画が策定されていない。

l 中長期経営計画

の策定。

2 収入不足により2年連続準備金

を取り崩しており、準備金の町

り崩しが著しく進めば事業の糾

続に支障の出る懸念がある。

1 主たる収入が、金融機関からの中オ

魚業者等の借入に対する保証料と基

釜運用による利息収入であり、低金

FU情勢を反映している。

1 基金運用方法の

険討。

働
軸
紳
瓶
瀬
ウ
舛

1 径普改善計画を策定 ・実行して

いるが、財務的数値目標を設定

していないため、その達成度が

不明確となつている。

2

1

ウナギの採捕事業は、稚魚の好 ・不

漁に左右され収入が不安定である。

密漁等を行う暴力団等の予想以上α

妨害により多額の警備費用を要 と

た。

2

3

1 各種事業の役争

分担の確認見直

し。

数値目標を含也

怪普改善計画の

策定。

県方針との計画

整合性の確認。

2 事業の効率性の向上と経営の安

せを図るため、数値目標を設定

し、事業内容の量、事業の委証

のあり方等を検討 し経営改善を

推進する必要がある。

（財
）
宮
崎
県
漁
業
振
興
基
金

1 眼られた予算の中で事業を実施

していくためには、補助対象専

業の評価を適切に行い、重点厳

に事業を行い適切な方策を検討

する必要がある。

１

　
　

　

　

２

　

　

　

　

　

　

３

補助交付対象α

憂先度の検討。

補助交付対象の

重点配分 の稼

討。

基本財産の有弱

店用の検討。

2 氏金利下、運用収入が落ち込ん

どため数年以内に現在の規模の

事業実施が困難になることが予

ほされる。

3 資産の適切な運用や基本財産の

取崩し等総合的に検討する必要

がある。

（財
）
宮
崎
県
栽
培
漁
業
協

へ
【

1 どの事業が公益性が高く目的に

合致し、また目的達成の有効な

手段なのか、事業内容をいま
一

度確認し、今後の方向性を明確

にする必要がある。

1 当法人の本来の目的は、沿岸漁業の

辰果を図ることである。目的に向け、

臣首の育成と放流を中心に多くの事

業を運営しているが、公益性の高い

法人運営のために、一層公益性を確

保した事業の選択が求められる。

１

　

　

　

　

２

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

３

業推進のた3

確認と検討。

業効果を測,

きる指標の'

と事業効果て

示。

価計算制度て

万A、。

- 1 7 -



改革の方向性 理 由 改革工程
４

　

　

　

　

５

事業費削減目標

の策定。

中長期経営計画

の策定。

2 自己収入となる種首販売事業を

どのように推進していくか検討

する。

1 公益事業を営む上で、財源の安定離

確保が必要である。

3 具体的数値目標を織り込んだヰ

長期経営計画の策定が必要で洗

る。

1 収入の安定的確保及び事業費支出α

glj減努力を行うため。

4計

の

価

る

画の達成状況の把握、見直し

手段として、効果の測定と炉

計算制度の構築が必要で洗

（社
）
宮
崎
県
林
業
公
社

1

分収造林事業

分収造林契約の遂行が出来な

くなるばかりか、造林契約が終

了した時点で借入金が残る可能

性がある。新規借入は行わない

新たな経営方針を前提とした対

策を早急に講じる。

1 木材価格の低迷、保育 ・管理コスト

の上昇等による。

１

　
　
　
　

２

　

　

　

３

　

４

　

５

6

７

　

　

　

８

千J息負担の軽

成。

燥育事業の削

成。

管理費の抑制。

阻織の簡素化。

分収造林契約者

に対する協力要

請。

受託事業による

森林整備事業の

実施。

公社のあり方の

抜本的な検討。

県民への情報提

供。

2 財務内容の検証を行い、特に秀

林勘定については、十分な査定

を行 う。

3 分収造林契約の見直し、契約稚

手先への協力要請。

4 人件費等を始めとした内部管理

貸の抑制及び組織の簡素化など

径営合理化の促進。

5 事業の縮減等を含めた当法人の

あり方について抜本的な検討を

行う。

1 木材価格の長引く低迷等から林

業機械の稼働率が低下している

ため、今後、継統的に利用状況

やニーズなどをチェックし、適

宜事業内容等の見直しを行う。

1 当法人は林業の機械化の促進や労慨

力の確保を目的としているが、現状

は高性能林業機械の貸し出し業務が

中心となつている。

1 経営計画 の

定。

組織体制の見

し。

林業機械貸出
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改革の方向性 理 由 改革工程

（社
）
宮
崎
県
林
業
労
働
機
械
化
セ
ン
タ
ー

4

業の見直し (朝

種構成や料金

等)

林業労働力の秘

保・育成事業α

拡充。

2

本来の事業である林業労働者の

確保や育成に関する事業につい

ては、段階的に拡充を図る必要

がある。その際、県からの自立

性を高める努力が必要である。

1 調係市町村、森林組合等の直接の受

益者からの負担を受け入れる必要が

ある。

3 径営計画を策定し、他団体との

統合等も含め組織のあり方や人

隊の見直しを行う。

4 理事構成のあり方を検討する。 1 公益法人指導監督基準への準拠。

宮
崎
県
土
地
開
発
公
社

1 県全体の中で今後見込まれる土

地取得及び関連事業の調査を行

い、公社の活用の可能性と必要

性について十分な検討を加え

る。

１

　

　

２

　

　

３

　

　

　

　

４

県有施設の整備が進んだこと。

地価が下落傾向にあること等から先

行取得事業が減少している。

事業収益において、土地取得にかか

わる斡旋事業が大きなウェイトを占

めている。

土地造成事業についても、今後公社

が事業として取り組む必然性が低く

なつている。

法人のあり方の

険討。

2 と木関係三公社の事務局組織の

統合結果も十分に踏まえ、今後

のあり方につき廃止を含めた総

合的検討を行う必要がある。

宮
崎
県
道
路
公
社

1 身在、
一ツ葉有料道路と小倉ヶ浜

百料道路の管理を行つている

が、現在の試算によると、平成

22年 2月 時点で 20～ 30億

円の借入金が残る見込みである

ため、償還期間の取扱について

険討する必要がある。

1 司辺道路の整備や不況の影響により

臨行料が計画を下回つている。

1 料金徴収期 限

(平成 22年 2

月と平成 25年

5月 )の 取 り級

いを検討し県民

に説明し理解を

求める。

2 Fll用者増等の増収対策、事務費

等の見直しによる費用節減によ

り経営の改善に努める。

１

　

　

　

　

２

経営計画 の策

定。

収益性 の改 善

(利用促進 ・コ

スト縮減)

3 上木関係三公社の事務局組織の
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改革の方向性 理 由 改革工程

統合結果も十分に踏まえ、今後

のあり方につき廃上を含めた紹

合的検討を行う必要がある。

宮
崎
県
住
宅
供
給
公
社

1 国における公社のあり方の検討

結果や都市整備 ・地域振興とい

う公益的役割を考慮したうえ

で、分譲事業に対する取り組み

方の方針にうき明確にする必要

がある。

2

3

1 臓立分譲方式に対するニーズがほと

んど無くなつた。

2

３

　

　

　

　

４

5

1 まなび野等の分

譲促進の取組整

|ヒ。

住宅団地の開発 ・分譲事業そのもの

が民間事業と競合している。

分議事業の取組

方針及び賃貸事

業の基本方針の

険討。

コスト削減の取

り組み強化。

隣員宿舎改修事

業の受託業務の

見直し。

事業の整理 ・再

偏と他団体との

統合の検討。

現在進行中のまなび野と倉岡ニュー

タウン事業が終了すると、手持ちの

分譲事業が無くなる。

2 具から受託している職員宿舎夢

多事業については、継続するか

否か検討する。

3 才務面については、県からの自

立性は高い。収益性については、

救しい状況である。
一般管理費

や事業原価の削減等
一層の合理

|ヒを進め収益性の改善に努める

必要がある。

1

2

事業規模が縮小している。

まなび野等の分譲遅れにより、金調

機関からの借入金返済に影響が注

る。

4 土木関係三公社の事務局組織の

統合結果も十分に踏まえ、今後

のあり方につき事業の整理 ・再

編等総合的検討を行う必要があ

る。

1 公社法等の改正を前提に、国の住宅

括策の動向等を十分に踏まえ検討が

必要である。

（財
）
宮
崎
県
建
設
技
術
推
進
機
構

1 業務内容の検討、利用者のユ
ー

ズや民間の状況を十分把握する

必要がある。

１

　

　

　

　

２

業務実績が必ずしも順調とは言える

い 。

業務につき民間と競合している可能

性がある。

１

　

　

　

　

２

怪普計画 の策

定。

組織体制 の検

討。

2 建築に関する研修業務について

は、他の法人との事業統合の下

指性について検討する。

1 也団体との一部

事業統合の移

討。

3 市町村支援では、市町村からの

受託の割合が低いため、今後市

町村の理解を得ていきながらそ

の拡大に努める。

1 市町村からの事

業の拡大。
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改革の方向性 理 由 改革工程

(財)
一 ツ

瀬 川

県民ス

ふ
'―
ツ

セ ン

ター

1 地域振興事業の経営改善が見辺

めない場合は、平成 16年 度沫

をめどに、ゴルフ場の廃止を台

めた地域振興事業の抜本的見直

し及び法人のあり方について一

定の結論を得る。

1 ゴルフ場経営は、平成 11年 度以略

赤字経営が続いている。

１

　

　

　

２

科用者増への巧

阻強化。

発止を含めた毘

岐振興事業及U

法人のあり方の

見直し。

（財
）
宮
崎
県
暴
力
追
放
県
民
会
議

1 財団独自運営を行えるよう、安

功会員の拡大に努め、安助金汲

び寄付金の獲得をさらに図る姥

要がある。    `

1 現在の低金利下、基本財産 506百

万円の運用先を公社債等の投資にタ

リ替えているが、基本財産運用収入

が、事業支出より少ない状態である。

1 賢助会 員 の城

太。

2 暴力団等リト除責任者に対する辞

習を受託しているが、この委訂

科の見直しが必要である。

1 委託料の見通

し。

3 改革実施後、運営費が不足する

場合、基本財産の取崩について

も検討を要する。

1 基本財産の取崩

可否の検討。
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第 3章  公 社等改革について

第1 公 社等改革から見た指定管理者制度

1 概 要

指定管理者制度は、公の施設の管理に民間の能力を活用しつつ、住民サ
ービスの向

上や経費の縮減等を図ることを目的として、平成 15年 9月 に地方自治法が改正され創

設された制度である。

宮崎県においては、平成 18年 4月 から62施 設 (指定管理者候補者の選定結果
一
覧

によれば選定委員会別件数で 23件 )に おいて指定管理者制度が導入されている。こ

のうち公社等改革対象の法人が従来管理受託者として管理 し指定管理者制度を導入 し

た施設は下記の 「2 実 施 した監査手続」に掲げた 51施 設 (選定委員会別件数で 1

3件 )と なっている。

宮崎県公社等改革指針 (平成 16年 3月 策定)で 「・・・・官から民へという基本

的な時代の流れを踏まえ、現在の公社等の役割や必要性を抜本的に見直すとともに、

公社等の経営の効率化と自立化を図り、県民にとつて最小の経費で最大の効果が得ら

れるように ・・・・」という改革の基本姿勢が打ち出されている。
一方指定管理者制

度においては 「・・・民間の能力を活用 しつつ 。・・・経費の縮減等を図ることを
・

・・・」が目的となつている。両者の目的が民間の能力の活用及び経費の結減という

点においてオーバーラップし、そこに公社等改革の対象となった公社等が従来管理受

託者として管理 してきた施設に指定管理者制度が導入され、また公社等がそれに応募

するということになった理由があると思われる。

宮崎県の 「指定管理者候補者の選定結果
一
覧」によれば、宮崎県の指定管理者制度

の導入による財政負担の縮減額は約 4億 円となっており、公社等改革の対象となった

公社等が従来管理受託者として管理してきた施設に指定管理者制度が導入された施設

に限つても約 2億 7千 4百 万円ということであり、指定管理者制度の導入により明ら

かに経費の縮減は実現しているといえる。

しかし注目すべきは応募者の数である。全 23件 (ここからは応募者の数を念頭に

置いた話のため選定委員会別の 23件 を基準にする)件 数施設のうち 1者 の応募 しか

なかったものが 9件 、 2者 の応募 しかなかったものが5件 と2者 までの応募 しかなか

つたものが 60,9%に 達している。公社等改革の対象となった公社等が従来管理受

託者として管理してきた施設に指定管理者制度が導入された施設に限つても、 1者 の

応募 しかなかつたものが2件 、 2者 の応募しかなかつたものが4件 と2者 までの応募

しかなかった施設が46.2%と なつている。

宮崎県公社等改革指針の 「・・・・官から民へという基本的な時代の流れを踏まえ

・・・・」ということは
一般的には民間でできることはすべて民間に任せるというこ

とでありそこでは競争原理が導入されるということになる。この観点から見たときに

1者 もしくは 2者 しか応募がないという施設で競争原理の導入はどうなるのかという
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疑間が生 じた。

そこで公社等改革の対象となった公社等が従来管理受託者として管理してきた施設

に指定管理者制度が導入された 13件 について応募者数に関する分析を行つた。

2 実 施 した監査手続き

公社等改革の対象となった公社に宮崎県が委託 していた施設のうち、指定管理者制

度を導入 した施設は次のとおりである。

公社等名             施 設名

宮崎県青少年研修協会     宮 崎県青島青少年自然の家、宮崎県むかばき青

少年自然の家及び宮崎県御池青少年自然の家

宮崎県公園協会        宮 崎県東京学生寮

県営国民宿舎えびの高原荘及び県営えびの高原

スポーツレクリエエション施設

県営国民宿舎高千穂荘

宮崎県サンビーチーツ葉及び宮崎港マリーナ施

設

宮崎県総合運動公園及び県立青島亜熱帯植物園

県立平和台公園及び宮崎県総合文化公園

県立阿波岐原森林公園

特別史跡公園西都原古墳群

宮崎県立芸術劇場       県 立芸術劇場

宮崎県機械技術振興協会    宮 崎県機械技術センター

宮崎県建築住宅センター    県 営住宅 33団 地
一ツ瀬ナil県民スポーツセンター ー ツ瀬川県民スポーツレクリエ

ーション施設

これらの施設について下記資料、担当課が選定委員に対して行つた指定管理応募者

に対する配点の仕方の指示の内容及び選定委員毎の応募者別の点数に関するアンケ
ー

トの結果を合わせて分析、検討を行つた。

(各施設)の 指定管理者候補者の選定について

指定管理者制度導入施設の管理運営状況について (平成 18年 度)

(各施設)の 管理運営に関する年度協定書 (平成 18年 度分 ・平成 19年 度分)

(各施設)の 管理運営に関する基本協定書

3 契 約状況

平成 18年 度の契約状況についてまとめると表 1の ようになる。
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表 1 契 約状況

М 施設名 公募条件の指定期間

公募条件の委託料

の上限 (千円)

指定管理料 又 は

(県への納付金)

(千円)
応募

者数

年間 3年 間
平成 18

年度

平成 19

年度

1

宮崎県青島青

少年自然の家、

宮崎県むかば

き青少年自然

の家及び宮崎

県御池青少年

自然の家

平成 18年 4月 1日

～平成 21年 3月 3

1日 (3年 間)

285,598 856,794 265,000 265,000 4者

2
宮崎県東京学

生寮

平成 18年 4月 1日

～平成 21年 3月 3

1日 (3年 間)

10,831 32,493 10,139 9,713 6者

3

県営国民宿舎

えびの高原荘

及び県営えび

の高原スポー

ツレクリエー

ション施設

平成 18年 4月 1日

～平成 23年 3月 3

1日 (5年 間)

県への納

付金
(39,000) 1者

4
県営国民宿舎

高千穂荘

平成 18年 4月 1日

～平成 23年 3月 3

1日 (5年 間)

県への納

付金
(45,000) 2者

5

宮崎港マリー

ナ施設及び宮

崎県サンビー

チーツ葉

平成 18年 4月 1日

～平成 21年 3月 3

1日 (3年 間)

50,174 150,522 50,000 48,500 3者

6

宮崎県総合運

動公園及び県

立青島亜熱帯

植物園

平成 18年 4月 1日

～平成 21年 3月 3

1日 (3年 間)

119,667 359,001 107,747 107,147 3者

7

県立平和台公

園及び宮崎県

総合文化公園

平成 18年 4月 1日

～平成 21年 3月 3

1日 (3年 間)

88,997 266,991 83,000 81,000 5者

8
県立阿波岐原

森林公園

平成 18年 4月 1日

～平成 21年 3月 3
56,195 168,585 54,500 54,000 5者
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1日 (3年 間)

9
特別史跡公園

西都原古墳群

平成 18年 4月 1日

～平成 21年 3月 3

1日 (3年 間)

27,463 82,389 25,298 25,298 2者

10 県立芸術劇場

平成 18年 4月 1

～平成 23年 3月

1日 (5年 間)

日

3 498,476 487,893 487,893 2者

宮崎県機械技

術センター

平成 18年 4月 1日

～平成 21年 3月 3

1日 (3年 間)

56,711 170,133 54,005 54,341 1者

12
県営住宅 33

団地

平成 18年 4月 1日

～平成 21年 3月 3

1日 (3年 間)

126,358 379,074 87,000 87,000 4者

13

一ツ瀬)'1県民

スポーツレク

リエーション

施設

平成 18年 4月 1日

～平成 21年 3月 3

1日 (3年 間)

県への納

付金
(27,722) 2者

この表から見る限り平成 18年 度は全施設について公募時の条件よりも低い指定管

理料で協定が結ばれており、平成 19年 度は初年度よりもさらに低い金額となってい

る施設もある。
一方では2年 目も初年度と同じ金額となつている施設や逆に金額が増

加した施設見受けられる。この点に関して指定管理料金は 3年 から5年 の指定期間の

総額を各年度でどう配分するのかの問題であり、 1年間だけの結果で判断を行うこと

はできない。

4 指 定管理応募者に対する配点の仕方の指示の内容

(1)こ れらの施設に関して担当課に選定委員に対する指定管理応募者に対する配

点の仕方の指示の内容及び選定委員毎の応募者別の点数に関するアンケ
ー トを行

いまとめると次のようになる。

宮崎県青島青少年自然の家、宮崎県むかばき青少年自然の家及び宮崎県御池青少

年自然の家 (青少年男女参画課)

選定委員会で定めた選定基準、各審査項目及び配点に沿つて採点を行 う。

宮崎県東京学生寮 (総務課)

各選定委員が下記の事項 (合計 100点 満点)に ついて採点を行う。

・ 「住民の平等な利用の確保」

・ 「公の施設の効用を最大限に発揮する事業計画」
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。 「経費の削減」
。 「事業計画を着実に実施するための管理運営能力」

。 「事業遂行能力 ・緊急時の体制 ・設置者との連携」

各選定委員の合計が最も高い応募者を、指定管理者とする。

県営国民宿舎えびの高原荘及び県営えびの高原スポ
ーツレクリエーション施設

(観光 ・リゾー ト課)

選定委員会で定めた選定基準、各審査項 目及び配点に沿つて採点を行 う。

県営国民宿舎高千穂荘 (観光 ・リゾ
ー ト課)

同上

宮崎港マ リーナ施設及び宮崎県サンビーチ
ーツ葉 (港湾課)

「採点シー ト」により、審査項目毎に 10段 階で評価し、配点を乗 じて得点

とする。 (すべて 10の 評価の場合 100点 となる。)

10段 階の評価は、選定委員に任せている。

例)10段 階評価が 7で 、配点が0.5の 審査項目の場合、7XO.5=3.

5が 得点となる。

宮崎県総合運動公園及び県立青島亜熱帯植物園 (公園下水道課)

配点については、公募の段階で配点を告示している。

選定委員へ、配点の仕方の指示はしていない。

応募者を比較した採点方法は、採用 していない。

県立平和台公園及び宮崎県総合文化公園 (公園下水道課)

同上

県立阿波岐原森林公園 (公園下水道課)

同上

特別史跡公園西都原古墳群 (公園下水道課)

同上

県立芸術劇場 (生活 。文化課)

審査項目毎に配点が決まっており、その点数の範囲内で選定委員が自由に採

点する。各選定委員の持ち点は 1候 補者に対 し、 100点 。

宮崎県機械技術センター (新産業支援課)

選定委員会で定めた選定基準、各審査項目及び配点に沿つて採点を行 う。

県営団地 33団 地 (建築住宅課)

選定委員会で定めた選定基準、各審査項目及び配点に沿つて採点を行 う。
一ツ瀬ナ|1県民スポーツレクリエ

ーション施設 (企業局総務課)

審査項目毎に配点が決まつており、その点数の範囲内で選定委員が自由に採

点する。各選定委員の持ち点は 1候 補者に対 し、 100点 。

(2)分 析結果

指定管理応募者に対する配点の仕方の指示の内容をみると各担当課により指示の

仕方は様々であるが、基本的には選定基準の項目毎に施設の目的を踏まえた上で判

-26-



断の基礎となる小項目をもうけ、項目、小項目毎に点数を配分し、その中で選定委

員に任せているということになっている。

応募者を比較 した採点方法は採用 していないということであるが、それであれば

いわゆる足きりをどのように行 うのか、また同点の場合にはどうするのかといった

ことが示されていなければならないように思える。

5 選 定委員毎の応募者別の点数

(1)選 定委員毎の応募者別の点数をまとめると表 2の ようになる。

(2)分 析結果

ア  応 募者が 2者 までの施設は以下の6件 であり、これらの施設については

すべての委員が高い得点 (1位 )を つけた応募者は同
一であつた。

施設名 従来の管理受話者 従来の

管理受

託者の

応募の

有無

指定管理者

県営国民宿舎えびの高原

荘及び県営えびの高原ス

ポーツレクレーション施

設

財団法人宮崎県公

園協会

無 し ハイランドリゾー トグ

ループ (共同申請)

県営国民宿舎高千穂荘 財団法人宮崎県公

園協会

有 り 神楽酒造株式会社

特別史跡公園西都原古墳

群

財団法人宮崎県公

園協会

有 り 財団法人宮崎県公園協
△
=

県立芸術劇場 財団法人宮崎県立

芸術劇場

有 り 財団法人宮崎県立芸術

劇場

宮崎県機械技術センター 財団法人宮崎県機

械技術振興協会

有 り 財団法人宮崎県機械技

術振興協会

一ツ瀬)i!県民スポーツレ

クリエーション施設

財団法人一ツ瀬川

県民スポーツセン

ター

有 り 財団法人一ツ瀬サll県民

スポーツセンタ1-

イ  こ れらの6件 のうち4件 までが従来の管理受託者が引き続き指定管理者と
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して選定されている。従来の管理受託者が指定管理者として選定されなかっ

た 2件 のうち 1件 は従来の管理受託者が応募 しなかったものであり、実質的

には 5件 のうち4件 が従来の管理受託者が指定管理者として引き続き選定さ

れたことになる。

ウ  こ れに対して、応募者が 3者 以上になった施設は以下の 7件 であり、従来

の管理受託者が引き続き指定管理者として選定されたのは 1件 にとどまって

いる。またこれらの場合県営住宅 33団 地を除き選定委員が 1位 をつけた応

募者は各委員によつて別かれている (県営住宅 33団 地については 1位 をつ

けた応募者は各委員とも同じであつた)。

施設名 従来の管理受託者 従来の

管理受

託者の

応募の

有無

指定管理者

宮崎県青島青少年自然の

家、宮崎県むかばき青少

年自然の家及び宮崎県御

池青少年自然の家

財団法人宮崎県青

少年研修協会

有 り 学校法人宮崎総合学院

宮崎県東京学生寮 財団法人宮崎県公

園協会

有 り ジャパンプロテクショ

ン株式会社

宮崎県総合運動公園及び

県立青島亜熱帯植物園

財団法人宮崎県公

園協会

有 り 財団法人宮崎県公園協
△
云

宮崎港マリーナ施設及び

宮崎県サンビーチ
ーツ葉

財団法人宮崎県公

園協会

無 し サンマリーングループ

(共同申請)

県立平和台公園及び宮崎

県総合文化公園

財団法人宮崎県公

園協会

有 り パークマネージメント

宮崎 (共同申請)

県立阿波岐原森林公園 財団法人宮崎県公

園協会

有 り 株式会社園ログリーン

センター

県営住宅 33団 地 財団法人宮崎県建

築住宅センター
有 り 社団法人宮崎県宅地建

物取引業協会 (共同申

請)

工  応 募者が2者 までの施設についてはすべての委員が高い得点 (1位 )を つ

けた応募者は同
一であつたことから、応募者が 1者の場合は当然 1位 しかつ

かないわけであるが、 2者 の場合も各施設に関して全ての委員の見方が
一致

していたということになり、他の応募者と明らかな差があつたということが

-30-



推測される。そして各施設に関して全ての委員が 1位 を付けた 5件 のうち4

件の応募者が従来の管理受託者であつたということである。

このような結果は 「・・・民間の能力を活用 しつつ ・・・・経費の縮減等

を図ることを ・・・・Jと いう指定管理者制度の目的から見ると疑間を持た

ざるを得ない。

なぜ民間の業者の応募が無かったり少なかったりしたのか。民間の業者は、

NPO法 人等を除き、営利を目的としているために、施設の管理運営自体に

魅力を感 じなければ応募 してこない。今回が指定管理者制度の初めての公募

であり十分な認知が得られていなかったことに加えて、施設の管理運営自体

に魅力を感 じなかったか、魅力を感じたとしても管理運営を行つていくノウ

ハウ等を持っていなかったので応募しなかった等様々な理由が考えられる。

公社等改革の観点からは民間からの応募自体が少なければ競争原理が働きに

くいおそれがあり、少なくとも外形的に実質的に競争が行われたといえるぐ

らいの応募者数の確保に努めることが大切となってくる。

6 順 位と点数の相関関係

(1)こ の表を基に順位と点数の相関関係をまとめるとグラフ 1の ようになる。

グラフ1 順 位 と点数の相関関係       ・

2

3

1

4

2

1

4

6

3

5

1

1

2

3

2

1

3

2

75,6

62.7

76.5

25

73.8

74.2

63.6

41

7 1 . 2

50.6

67.2

68.8

64.2

59.9

6 1 . 7

64.8

30.8

75.2

順位と点数の相関関係
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1

2

1

3

5

4

5

2

4

1

3

2

1

1

2

1

2

3

4

1

1

2

68.6

70.2

73.8

52.4

35.2

36.6

36

7 1 . 4

43.4

74.2

6998

4 1 . 4

79,6

80

59.5

80.2

82

76

25.2

90.8

88.6

64.5

(2)分 析結果

7 応 募者数と点数の相関関係

(1)応 募者数と点数の相関関係をまとめるとグラフ2の ようになる。

グラフ2 応 募者数と点数の相関関係

順位と点数の相関関係からは、 1位 の平均点から5位 の平均点まで分布

図及び平均点共になだらかな連続性があり特に問題点は見いだせない。

6位 の点数は 5位 の平均点を上回つているが、 5位 と6位 は合わせて4

者 しかない為異常であるということはできない。

従つて各選定委員は 応 募者をよく分析検討 した上で点数をつけていた

ことが見て取れる。

点数 応募者数

1位 の平均

2位 の平均

3位 の平均

4位 の平均

5位 の平均

Ⅲ6位 の平均

75.9

67.2

60,4

38.8

40.6

41

13者

11者

7者

5者

3社

1社
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２

２

２

１

４

４

４

75.6

62.7

76.5

25

73.8

74.2

63.6

41

7 1 . 2

50.6

67.2

68,8

64.2

59.9

61.7

64.8

30.8

75.2

68.6

70.2

73.8

52.4

35.2

36.6

36

7 1 . 4

43.4

74.2

69.8

4 1 . 4

79.6

80

59.5

80.2

82

76

25.2

応募者数と点数の相関関係

100

80

求志  60
【 40

20

0

0 2 3     4

応募者数

6 7

点数 応募者数

6者 の平均

5者 の平均

4者 の平均

3者 の平均

2者 の平均

1者 の平均

62.4

56.3

64.2

60.2

68.3

73.7

6件

10件

8件

6件

8件

2件
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４

　

２

　

２

90.2

88.6

64.5

(2)分 析結果

8 選 定委員毎の順位間の点数差

(1)選 定委員毎の順位間の点数差をまとめると表 3の ようになる。

表 3 選 定委員毎の順位間の点数差

応募者数毎の平均点からみた場合、 1者 の場合は平均点が 70点 を超え

て高くなっているがそれ以外の場合はあまり差は見られない。

グラフで見ると応募者が2者 から4者 の場合に、それぞれ他の応募者と

点数が大きく開いている応募者があり、これらの応募者を除く他の応募者

はだいたい 60点 以上の点数になっている。

応募者が 5者 や 6者 の場合は、各選定委員は後で評価する応募者のこと

を念頭に置いて評価せざるをえないため点数のばらつきはでにくいと考え

られるが、応募者が少ない場合は後で評価する応募者のこと考える必要が

ないために、点数にばらつきが出易くなるものと思われる。

陥
応募

者数

順

位

委員

1

委員

2

委員

3

委員

4

委員

5

委員

6

委員

7

委員

8 合計 平均

1 4者

1

2

79.0

78.0

7 1 , 0

68.0

87.0

80,0

82.0

78.0

74.0

74.0

7 1 . 0

7 1 , 0

差 1.0 3.0 7.0 4.0 0.0 0.0 15.0 2.5

2

3

78,0

62.0

68.0

59.0

80.0

77.0

78.0

7 1 . 0

74.0

46.0

7 1 . 0

61.0

差 16.0 9.0 3.0 7.0 28.0 10.0 73.0 12.2

３

　

４

62.0

23.0

59.0

32.0

77.0

1 3 . 0

7 1 . 0

33.0

46.0

26.0

61.0

23.0

差 39.0 27.0 64.0 38.0 20。0 38.0 226.0 37.7

2 6者 1

2

84.0

80.0

73.0

59,0

88.0

83.0

84.0

8 1 . 0

62.0

59.0

差 4.0 14.0 5.0 3.0 3.0 29.0 5.8

２

　

３

80.0

79.0

59,0

50。0

83.0

82.0

8 1 . 0

79,0

59.0

56.0

差 1.0 9.0 1.0 2,0 3.0 16.0 3.2
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3

4

79.0

7 1 . 0

50,0

44.0

82.0

75.0

7930

77.0

56.0

56.0

差 8.0 6.0 7.0 2.0 0.0 23.0 4.6

4

5

7 1 . 0

40.0

44,0

36.0

75.0

57.0

77.0

67,0

56.0

54.0

差 31.0 8.0 18.0 10.0 2.0 69.0 13.8

5

6

40。0

3 1 , 0

36.0

3 1 , 0

57.0

48.0

67.0

43.0

54.0

43.0

差 9.0 5.0 9.0 24.0 11,0 58.0 11.6

3 1者 1 77.0 66.0 52,0 6940 72.0

4 2者

1

2

79,0

7 1 . 0

7 1 9 0

67.0

56,0

54.0

69.0

66.0

69,0

63.0

差 8.0 4.0 2.0 3.0 6.0 23.0 4.6

5 3者

1

2

72,0

69.4

6 1 . 7

52.6

7 1 . 7

63.4

53.1

5 1 . 3

76.3

75。7

差 2.6 9,1 8,3 1.8 0.6 22.4 4.5

2

3

69.4

64.9

52.6

49.1

63.4

53.3

5 1 . 3

50.3

75,7

67.2

差 4.5 3.5 10.1 1.0 8.5 27.6 5.5

6 3者

1

2

65,0

55.0

66.0

62.0

84.0

82.0

78.0

72.0

83.0

72.0

差 10.0 4.0 2.0 6.0 11,0 33.0 6.6

2

3

55.0

1 8 . 0

62.0

1 0 4 0

82.0

40.0

72.0

52.0

72,0

34,0

差 37.0 52,0 42.0 20。0 38.0 18990 37.8

7 5者

1

2

77,0

7 1 , 0

67.0

60.0

70.0

62.0

8 1 . 0

76.0

85.0

76.0

差 6.0 7.0 8.0 5.0 9.0 35.0 7.0

2

3

7 1 , 0

66.0

60,0

35.0

62.0

34.0

76.0

54.0

76.0

68.0

差 5:0 25.0 28.0 22.0 8.0 88,0 17.6

3

4

66.0

4860

35.0

1 1 . 0

34.0

25.0

54.0

52.0

68.0

57.0

差 18.0 24.0 9.0 2.0 11.0 64.0 12.8

4

5

48,0

42.0

1 1 . 0

8 . 0

25,0

24.0

52.0

42.0

57.0

50.0

差 6.0 3.0 1.0 10,0 7.0 27.0 5。4

8 5者 ユ 56.0 78,0 77.0 82.0 80.0
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2 56.0 75.0 74.0 80.0 76.0

差 0.0 3.0 3.0 2.0 4,0 12.0 2.4

２

　

３

56.0

52.0

75.0

67.0

74.0

73.0

80。0

76.0

76.0

75.0

差 4.0 8.0 1.0 4,0 1.0 18.0 3.6

３

　

４

52.0

1 5 . 0

67,0

30.0

73,0

50.0

76.0

68.0

75,0

54.0

差 37.0 37.0 23.0 8,0 21.0 126.0 25.2

４

　

５

1 5 . 0

1 4 . 0

30.0

29,0

50.0

38.0

68.0

56.0

54.0

43.0

差 1.0 1.0 12.0 12.0 11.0 37.0 7.4

9 2者

1

2

68.0

32,0

81.0

37.0

79.0

34.0

86.0

54.0

84.0

50.0

差 36.0 44.0 45.0 32.0 34.0 191.0 38.2

10 2者

1

2

68.0

48,0

70,0

69.0

90,0

70.0

80.0

58.0

87.0

53.0

85.0

59.0

差 20.0 1.0 20.0 22.0 34.0 26.0 123.0 20.5

1者 1 73.0 85.0 85.0 77.0 81.0

12 4者

1

2

90.0

84.0

92.0

90.0

84,0

82.0

88,0

84.0

100.0

84.0

差 6.0 2.0 2.0 4.0 6.0 20.0 4.0

２

　

３

8430

66.0

90,0

82.0

82.0

82.0

84.0

66.0

84.0

70.0

差 18.0 8.0 0.0 18.0 14.0 58.0 11.6

３

　

４

66.0

2 1 . 0

82.0

27.0

8210

2 1 , 0

66.0

20,0

70.0

37.0

差 45.0 55.0 61.0 46.0 33.0 240.0 48.0

13 2者

I

2

97.0

44.0

100.0

62.0

79.0

53.0

84.0

60,0

85,0

62.0

8 1 . 0

68.0

96.0

89.0

85,0

75.0

差 53.0 38.0 26.0 24.0 23.0 13,0 7.0 10.0 194.0 24.3

(2)分 析結果

ア  順 位毎の平均の点数差をみた場合に、以下のように 20点 以上の大差が

付いているケースが 7件見られた。

従来の管理

受話者

従来の

管理受

託者の

応募者数

及び点数差

施設名
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応募の

有無

宮崎県青島青少年

自然の家、宮崎県

むかばき青少年自

然の家及び宮崎県

御池青少年自然の

家

財団法人宮

崎県青少年

研修協会

有 り 学校法人宮崎総

合学院

4者

3位 と4位 の差

が37:7点

宮崎県総合運動公

園及び県立青島亜

熱帯植物園

財団法人宮

崎県公園協

会

有 り 財団法人宮崎県

公園協会

3者

2位 と3位 の差

が37.8点

県立阿波岐原森林

公園

財団法人宮

崎県公園協

会

有 り 株式会社園ログ

リーンセンター

5者

3位 と4位 の差

が25.2点

特別史跡公園西都

原古墳群

財団法人宮

崎県公園協

会

有 り 財団法人宮崎県

公園協会

2者

1位 と2位 の差

が38.2点

県立芸術劇場 財団法人宮

崎県立芸術

劇場

有 り 財団法人宮崎県

立芸術劇場

2者

1位 と2位 の差

が20.5点

県営住宅 33団 地 財団法人宮

崎県建築住

宅センター

有 り 社団法人宮崎県

宅地建物取引業

協会 (共同申請)

4者

3位 と4位 の差

が48.0点

一ツ瀬ナll県民スポ

ーツレクリエーシ

ョン施設

財団法人
一

ツ瀬)|1県民

スポーツセ

ンター

有 り 財団法人
一ツ瀬

川県民スポーツ

センター

2者

1位 と2位 の差

が24.3点

採点は、選定基準の項目毎に施設の目的を踏まえた上で判断の基礎とな

る小項目をもうけ、項目、小項目毎に点数を配分されているため、点数に

大差がついたケースは応募者間で明らかな差があつたということになる。

3者 から5者 の応募があったケ
ースでは大差がついたのは2位 と3位 、

3位 と4位 の間であり1位 と2位 の間の差は少なかつた。

また 2者 の応募 しかないケ
ースでは、従来の管理受託者が2位 に20点

以上の大差をつけて指定管理者候補に選定されていた。

これらのことから3者 以上の応募があつたケースでは選定されるか否か

は僅差の争いとなっているのに対 し、 2者 の応募のケ
ースでは大差がつい
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てしまっていることから、従来の管理受託者がずば抜けて優れていたかも

しくは他の応募者のレベルが低かったかということになる。

3者 以上の応募があったケースでは、施設が違っているため単純な比較

はできないものの、従来の管理受託者と他の応募者との間に大差がついて

いないことを考えると、 2者 の応募の場合だけ従来の管理受託者がずば抜

けて優れていたとは考えにくい。

結局 2者 までの応募者の場合はある程度のレベルに達している応募者が

いなかつたということであろう。

では民間の業者の応募が少なかったのか。この点については上記 「5.

選定委員毎の応募者別の点数」の 「2)分 析結果」の 「(4)」 のとおり

であるが、公社等改革の観点からは民間からの応募自体が少なければ競争

原理が働きにくいおそれがあり、少なくとも実質的に競争が行われたとい

えるぐらいの応募者数の確保に努めることが大切となってくる。

9 監 査の結果

複数の応募者があった施設では、選定委員毎・応募者毎の点数からみると平均点 (総

得点)が 最も高い応募者と第 1順位の点数をつけた選定委員が最も多い応募者が一致

しており、結果的に選定自体は適正に行われたと考える。

包括外部監査人の意見

宮崎県公社等改革指針の改革の基本姿勢からt公 社等改革の対象となった施設で

指定管理者制度を導入する場合には、少なくとも実質的に競争が行われたことが外

形的に認められるような応募者の数を確保できるように努力すべきであろう。

応募者が 1者 もしくは2者 の場合は従来の管理受託者が指定管理者として選定さ

れるケースが多かったという事実があり、採点結果の現れ方も応募者が 3者 以上の

場合と違ってきていた。このように外形的に現れた結果から見た場合、一般の県民

もこのような外形からの見方しかできないはずであるが、そこに競争原理が働いた

という見方をすることは難しい。

平成 19年 3月 改訂の宮崎県公社等改革指針においても 「・・・・官から民へと

いう基本的な時代の流れを踏まえ、現在の公社等の役割や必要性を抜本的に見直す

とともに、公社等の経営の効率化と自立化を図り、県民にとって最小の経費で最大

の効果が得られるように 。・・・」という従来からの改革の基本姿勢が継続 して掲

げられ、さらには指定管理者制度への対応として 「制度導入施設を管理する公社等

は、民間事業者との競争を前提とした効率的な事業 ・組織体制の構築や役職員の企

画営業力の強化を図る。・・」とはっきり 「民間事業者との競争を前提」としてい

るという踏み込んだ記載が行われている。

従つて次回の募集に際して今回と同じ 「公募Jと いう形をとるのであれば、今回

少数の応募 しかなかった施設に関しては、募集方法等の見直しを行うとともに指定
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管理者制度のさらなる認知度向上を図ることにより民間の業者が進んで応募 して

くれるような環境を整え、実質的に民間業者との競争が行われたことが外形的にも

認められるような応募者の数を確保すべきであろう。

2 指 定管理者制度にかかわる 「剰余金返還特約」について

指定管理者制度においては、指定管理者は事務処理の委託を受けるものに該当し、

指定は法人税法上の請負業であると解される。

指定管理者制度にあって、地方公共団体から支払われる公の施設を管理するため

に要する費用に剰余金返還特約が付されていない場合は、実費弁済になる。

宮崎県において、この制度により指定管理者になった財団・社団は8法 人である。

上記財団 ・社団に質問したところ、指定管理者としての第1期である平成 18年 度

において、8法 人のうち5法 人社は指定管理者としての委託料等を含んで法人税の

申告を行つていた。

残り3法人社は法人税の申告を行っていなかった。結果として2法人は、法人税の申告

洩れとなっている。このうち、1法人は、以前より収益事業については申告を行つていた

が、この指定管理者制度における利用料収入については、公益事業部門として処理して

いたため申告を行つていなかった。また、 1法 人は、指定管理者制度以前は収益事業を

行っていなかった。

残り1法人については、指定管理者制度になった後も、年度協定書において、従

前どおり 「剰余金返還待約」を明記し、税務署より 「実費弁償による事務処理の受

託等」に該当する旨の確認をとり、法人税の申告を行つていなかった。

担当者に質問したところ、指定管理者制度の実務の手引きである 「指定管理者制

度のすべて」 (第一法規)の 解説において、指定管理者と地方公共団体との協議の

上で 「剰余金返還」を定めることが可能とされていること等から、年度協定書に 「剰

余金返還特約」を規定したとの事である。

しかし、制度上必ず しも 「剰余金返還特約」をはずす必要は無いとしても、指定

管理者の選定過程の公平性等について以下のような誤解を生じさせる可能性もある。

指定管理者制度は、民間会社も参入し事務効率の向上を目指すものであり、その

選定基準は公平である必要がある。もし、民間会社が指定管理者として選任された

場合には、年度協定書において、 「剰余金返還特約」の記載を要求することは出来

ない。なぜなら、この 「剰余金返還特約」とは、収入より費用が少ない場合つまりt

利益が出たらその利益部分を返還するというものである。収入より費用が多い場合

は、その差額は補てんされず、利益が出たら返還するという条件なら、民間会社は

参入できない。

それに対し、財団 ・社団が選定された場合に、 「剰余金返還特約」を年度協定書

に規定できるのであれば、宮崎県としては財団 ・社団を選定した方が絶対有利とな

る。なぜなら、利益が出ればそれを返還してもらえるのである。すると、公募する

にしても、絶対に財団 ・社団に指定管理者になってもらいたいという場合がもし生

じたとすると、最初から利益部分を控除して、民間会社に不利になるような応募条
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件とすることも理屈の上では可能となる。

選定基準は公平であるのは当然であるが、たとえ公平に実施されたとしても、そ

の結果からみると選定の公平さが疑われる可能性のある行為は避けるべきであると

考える。 「剰余金返還特約」を選定後に年度協定書に規定することは、選定の公平

さを疑わせる
一つの要因と考える。また、この 「剰余金返還特約」を記載すること

により、法人税等の申告を行う必要が無いのであれば、同じ指定管理業務を行 うこ

とにより法人税等を申告している、他の財団
・社団及び民間会社との公平性を欠く

と考える。
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